
法令及び定款に基づくインターネット開示事項

第80期（2018年12月１日から2019年11月30日まで）

①　連結計算書類の「連結注記表」

②　計算書類の「個別注記表」

イワキ株式会社

連結計算書類の「連結注記表」及び計算書類の「個別注記表」につきましては、法令及
び 当 社 定 款 の 規 定 に 基 づ き 、 イ ン タ ー ネ ッ ト 上 の 当 社 ウ ェ ブ サ イ ト
（https://www.iwaki-kk.co.jp/）に掲載することにより、株主の皆様にご提供してお
ります。
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連結注記表
1．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記
(1) 連結の範囲に関する事項

① 連結子会社の状況
連結子会社の数…………………13社
連結子会社の名称………………岩城製薬株式会社、メルテックス株式会社、アプロス株式会社、メルテックス香港社、東海メル

テックス株式会社、東京化工機株式会社、台湾メルテックス社、メルテックスアジアパシフィッ
ク社、メルテックスアジアタイランド社、美緑達科技（天津）有限公司、メルテックスコリア
社、弘塑電子設備（上海）有限公司、Tokyo Kakoki Co.,Ltd.（Cayman）

連結子会社であったホクヤク株式会社及び株式会社エイ・エム・アイについては、当社が保有する全ての株式を譲渡したことに
伴い、当連結会計年度より連結の範囲から除外しております。

② 非連結子会社の状況
非連結子会社の名称……………株式会社イワキ総合研究所
連結の範囲から除いた理由……非連結子会社は、総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合

う額）等がいずれも小規模であり、全体としても連結計算書類に重要な影響を及ぼさないため、
連結の範囲から除外しております。

(2) 持分法の適用に関する事項
① 持分法を適用した非連結子会社及び関連会社の状況

持分法適用の会社の数…………関連会社１社
会社の名称………………………ボーエン化成株式会社

　ボーエン化成株式会社については、決算日が連結決算日と異なるため、当該会社の事業年度に係る計算書類を使用しておりま
す。
② 持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社の状況

会社の名称………………………株式会社イワキ総合研究所
持分法を適用しない理由………持分法を適用していない会社は、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う

額）等からみて、持分法の対象から除いても連結計算書類に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全
体としても重要性がないため、持分法の適用範囲から除外しております。

(3) 連結子会社の事業年度等に関する事項
　連結子会社のうち美緑達科技（天津）有限公司、弘塑電子設備（上海）有限公司、Tokyo Kakoki Co.,Ltd.（Cayman）の決算
日は、12月31日であります。
　連結計算書類の作成にあたっては、連結決算日現在で本決算に準じた仮決算を行った計算書類を基礎としております。なお、そ
の他の連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。

(4) 会計方針に関する事項
① 重要な資産の評価基準及び評価方法

イ．有価証券
その他有価証券
時価のあるもの……………決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は主

として移動平均法により算定）
時価のないもの……………主として移動平均法による原価法

ロ．デリバティブ………………時価法
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ハ．たな卸資産
商品…………………………主として移動平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げ

の方法により算定）
製品…………………………主として総平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの

方法により算定）
仕掛品………………………主として総平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの

方法により算定）
原材料………………………主として移動平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げ

の方法により算定）
② 重要な減価償却資産の減価償却の方法

イ．有形固定資産（リース資産を除く）
　定率法を採用しております。
　ただし、一部の連結子会社では定額法を採用しております。
　また、1998年４月１日以降に取得した建物（附属設備は除く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及
び構築物については、定額法を採用しております。
　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物　　　　  15～65年
機械装置及び運搬具　　　５～８年
工具、器具及び備品　　　５～20年

ロ．無形固定資産（リース資産を除く）
　定額法を採用しております。
　自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用しております。
　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

のれん　　　　　　　　　　　20年
技術資産　　　　　　　　　　20年
顧客関連資産　　　　　　　　13年

ハ．リース資産
所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用しております。
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

③ 重要な引当金の計上基準
イ．貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個
別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

ロ．賞与引当金
　従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、将来の支給見込額のうち当連結会計年度の負担額を計上しておりま
す。

ハ．返品調整引当金
　将来の返品による損失に備えるため、返品による損失見込額を計上しております。

ニ．製品保証引当金
　製品販売後の無償修理費用の支出に備えるため、過去の実績を基礎とした見積額を計上しております。

ホ．株式報酬引当金
　当社及び当社子会社の取締役に対する将来の当社株式の給付に備えるため、株式交付規程に基づき、取締役に割り当てら
れるポイントの見込数に応じた株式の給付額を基礎として計上しております。
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④ 退職給付に係る会計処理の方法
　退職給付に係る負債は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における見込額に基づき、退職給付債務から年金
資産の額を控除した額を計上しております。
イ．退職給付見込額の期間帰属方法

　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法については、給付算定式
基準によっております。

ロ．数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理の方法
　過去勤務費用については、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（主として10年）による定
額法により費用処理しております。数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務
期間以内の一定の年数（主として10年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理し
ております。
　未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用は、税効果を調整のうえ、純資産の部におけるその他の包括利益累計額
の退職給付に係る調整累計額に計上しております。

ハ．小規模企業等における簡便法の採用
　連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務と
する方法を用いた簡便法を採用しております。

⑤ 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準
　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しております。なお、在
外子会社等の資産及び負債並びに収益及び費用は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部にお
ける為替換算調整勘定及び非支配株主持分に含めて計上しております。

⑥ 重要なヘッジ会計の方法
イ．ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、為替予約取引について振当処理の要件を満たしている場合には振当処理を採
用しております。

ロ．ヘッジ手段とヘッジ対象
　ヘッジ手段　　　為替予約取引
　ヘッジ対象　　　外貨建金銭債権債務

ハ．ヘッジ方針
　外貨建金銭債権債務に係る将来の為替レートの変動リスクを回避することを目的とし、通常の取引の範囲内において為替
予約取引を実施しております。

ニ．ヘッジ有効性評価の方法
　「金融商品会計に関する実務指針」（日本公認会計士協会）の規定に基づき、有効性の評価を行っております。

⑦ 消費税等の会計処理
　消費税等の会計処理は、税抜方式によっており、控除対象外消費税等は、当連結会計年度の費用として処理しております。

2．表示方法の変更
（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」の適用）

　「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）を当連結会計年度の期首から適用
しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負債の区分に表示しております。
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3．追加情報
（取締役向け株式報酬制度）

　当社は、中長期的な業績の向上と企業価値の増大への貢献意識を高めることを目的として、当社及び当社子会社２社（岩城製薬
株式会社及びメルテックス株式会社）の取締役（社外取締役及び国内非居住者を除く。以下同じ。）に対する信託型株式報酬制度
として「役員報酬ＢＩＰ信託」を導入しております。
　当該信託契約に係る会計処理については、「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する実務上の取扱い」（実
務対応報告第30号　平成27年３月26日）に準じております。

１．取引の概要
　役員報酬ＢＩＰ信託は、本信託が取得した当社株式及び当社株式の換価処分金相当額の金銭を業績達成度等に応じて、対象取締
役に交付及び給付するものです。

２．信託に残存する自社の株式
　信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により、純資産の部に自己株式として計上して
おります。当連結会計年度末の当該株式の帳簿価額及び株式数は、233,440千円及び687千株であります。

（従業員持株ＥＳＯＰ信託）
　当社は、当社の中長期的な企業価値を高めることを目的として、従業員インセンティブ・プラン「従業員持株ＥＳＯＰ信託」
（以下「ＥＳＯＰ信託」といいます。）を導入しております。

１．取引の概要
　ＥＳＯＰ信託とは、米国のＥＳＯＰ制度を参考に、従業員持株会の仕組みを応用した信託型の従業員インセンティブ・プランで
あり、当社株式を活用した従業員の財産形成を促進する貯蓄制度の拡充（福利厚生制度の拡充）を図る目的を有するものをいいま
す。
　当社が「イワキ従業員持株会」（以下「持株会」といいます。）に加入する従業員のうち一定の要件を充足する者を受益者とす
る信託を設定し、当該信託は今後数年間にわたり持株会が取得すると見込まれる数の当社株式を、予め定める取得期間中に取得し
ます。その後、当該信託は当社株式を毎月一定日に持株会に売却します。信託終了時に、株価の上昇により信託収益がある場合に
は、受益者たる従業員の拠出割合に応じて金銭が分配されます。株価の下落により譲渡損失が生じ信託財産に係る債務が残る場合
には、金銭消費貸借契約の保証条項に基づき、当社が銀行に対して一括して弁済するため、従業員の追加負担はありません。

２．信託に残存する自社の株式
　信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により、純資産の部に自己株式として計上して
おります。当連結会計年度末の当該株式の帳簿価額及び株式数は、105,260千円及び311千株であります。

３．総額法の適用により計上された借入金の帳簿価額
　当連結会計年度末　92,000千円

4．連結貸借対照表に関する注記
(1) 有形固定資産の減価償却累計額 15,935,427千円
(2) 当座借越契約及びコミットメントライン契約

　当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行５行と当座借越契約及び取引銀行３行とコミットメントライン契約を締結
しております。これら契約に基づく借入未実行残高は次のとおりであります。

当座借越極度額及びコミットメントラインの総額 10,440,000千円
借入実行残高 3,200,000
差引額 7,240,000

　上記のコミットメントライン契約について、以下の財務制限条項が付されております（契約ごとに条項は異なりますが、主なも
のを記載しております）。
① 年度決算期末における連結貸借対照表の純資産の部の金額が、直前の年度決算期末及び2018年11月決算期末における連結貸

借対照表の純資産の部の金額の75％を、それぞれ下回らないこと。
② 年度決算期末における連結損益計算書の経常損益の額が２期連続して損失とならないこと。
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5．連結損益計算書に関する注記
たな卸資産の収益性の低下による簿価切下げ額等

　たな卸資産の収益性の低下による簿価切下げ額及びたな卸資産の廃棄損から廃棄に係る保険金等の収入を控除した57,885
千円を売上原価に含めております。

6．連結株主資本等変動計算書に関する注記
(1) 発行済株式の総数に関する事項

普通株式 34,636,058株
(2) 剰余金の配当に関する事項

① 配当金支払額等
イ．2019年２月22日開催第79回定時株主総会決議による配当に関する事項

株式の種類 普通株式
配当金の総額 184,797千円
１株当たり配当額 ５円50銭
基準日 2018年11月30日
効力発生日 2019年２月25日

 

（注）配当金の総額には、「役員報酬ＢＩＰ信託」が保有する当社株式764,490株及び「従業員持株ＥＳＯＰ信託」が保有する当社株式405,900
株に対する配当金6,437千円が含まれております。

ロ．2019年７月11日開催取締役会決議による配当に関する事項
株式の種類 普通株式
配当金の総額 202,359千円
１株当たり配当額 ６円
基準日 2019年５月31日
効力発生日 2019年８月９日

 

（注）配当金の総額には、「役員報酬ＢＩＰ信託」が保有する当社株式687,182株及び「従業員持株ＥＳＯＰ信託」が保有する当社株式356,800
株に対する配当金6,263千円が含まれております。

② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度になるもの
　2020年２月26日開催第80回定時株主総会において次のとおり付議いたします。

株式の種類 普通株式
配当金の総額 236,085千円
配当の原資 利益剰余金
１株当たり配当額 ７円
基準日 2019年11月30日
効力発生日 2020年２月27日

 

（注）配当金の総額には、「役員報酬ＢＩＰ信託」が保有する当社株式687,182株及び「従業員持株ＥＳＯＰ信託」が保有する当社株式311,900
株に対する配当金6,993千円が含まれております。
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7．金融商品に関する注記
(1) 金融商品の状況に関する事項

① 金融商品に対する取組方針
　当社グループは、資金運用については短期的な預金及び安全性、流動性の高い有価証券等に限定し、資金調達については銀行
等金融機関からの借入によっております。また、デリバティブ取引については、外貨建債権債務の為替変動リスク及び借入金の
金利変動リスクを回避するために利用し、投機的な取引は行わない方針であります。

② 金融商品の内容及びリスク並びにリスク管理体制
　営業債権である受取手形及び売掛金、電子記録債権は、取引先等の信用リスクに晒されております。当該リスクに関しては、
取引先の信用状況を監視するとともに、取引先ごとの債権残高を随時把握することによってリスクの軽減を図っております。
　投資有価証券は、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リスクに晒されておりますが、定期的に時価
や発行会社の財務状況等を監視し、そのリスク状況を勘案して、保有状況を継続的に見直すことで、リスクの軽減を図っており
ます。
　営業債務である支払手形及び買掛金、電子記録債務、未払費用、未払法人税等は、１年以内の支払期日であります。
　短期借入金は運転資金のみに係る資金調達であります。また、長期借入金は主に設備投資に係る資金調達であります。ヘッジ
の有効性の評価方法については、「1．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記　(4) 会計方針に関する
事項　⑥　重要なヘッジ会計の方法」をご参照ください。

(2) 金融商品の時価等に関する事項
　2019年11月30日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を
把握することが極めて困難と認められるものは含まれておりません。

連結貸借対照表計上額（千円） 時価（千円） 差額（千円）
① 現金及び預金 4,915,991 4,915,991 －
② 受取手形及び売掛金 15,602,914 15,602,914 －
③ 電子記録債権 2,521,246 2,521,246 －
④ 投資有価証券

その他有価証券 3,162,810 3,162,810 －
資産　計 26,202,962 26,202,962 －

① 支払手形及び買掛金 9,706,796 9,706,796 －
② 電子記録債務 3,988,356 3,988,356 －
③ 短期借入金 3,200,000 3,200,000 －
④ 未払費用 1,673,044 1,673,044 －
⑤ 未払法人税等 529,322 529,322 －
⑥ 長期借入金（１年以内返済予定を含む） 1,402,000 1,400,190 △1,809

負債　計 20,499,519 20,497,710 △1,809
デリバティブ取引 4,537 4,537 －

※デリバティブ取引によって生じた正味の債権、債務は純額で表示しており、正味の債務となる場合に（　）で示しております。
（注）１．金融商品の時価の算定方法

資産
① 現金及び預金、② 受取手形及び売掛金、③ 電子記録債権
　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。
④ 投資有価証券
　株式について取引所の価格によっております。
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負債
① 支払手形及び買掛金、② 電子記録債務、③ 短期借入金、④ 未払費用、⑤ 未払法人税等
　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。
⑥ 長期借入金（１年以内返済予定を含む）
　長期借入金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映し、時価は帳簿価額と近似していることから、当該価額を時価として
おります。固定金利によるものは、元利金の合計額を新規に同様の借入を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値により時価を算
定しております。また、１年内返済予定の長期借入金は、長期借入金に含めて時価を表示しております。
デリバティブ取引
　デリバティブ取引の時価は、取引金融機関から提示された時価に基づき算定しております。また、為替予約の振当処理によるものは、ヘッ
ジ対象とされている売掛金、買掛金と一体として処理されているため、その時価は当該売掛金、買掛金の時価に含めて記載しております。

２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

区分 連結貸借対照表計上額（千円）
非上場株式 12,465
関係会社株式 678,700

　上記については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、「④ 投資有価証券」には含めておりません。
３．金銭債権の連結決算日後の償還予定額

１年以内
（千円）

１年超
５年以内
（千円）

５年超
10年以内
（千円）

10年超
（千円）

現金及び預金 4,915,991 － － －
受取手形及び売掛金 15,602,914 － － －
電子記録債権 2,521,246 － － －

合　計 23,040,152 － － －
４．長期借入金の連結決算日後の返済予定額

１年以内
（千円）

１年超
２年以内
（千円）

２年超
３年以内
（千円）

３年超
４年以内
（千円）

４年超
５年以内
（千円）

５年超
（千円）

長期借入金 596,800 236,800 218,400 200,000 150,000 －

8．１株当たり情報に関する注記
(1) １株当たり純資産額 624円09銭
(2) １株当たり当期純利益 47円01銭

（注）１．「役員報酬ＢＩＰ信託」及び「従業員持株ＥＳＯＰ信託」が保有する当社株式を、「１株当たり純資産額」の算定上、期末発行済数式総
数の計算において控除する自己株式に含めております。（期末株式数「役員報酬ＢＩＰ信託」687千株、「従業員持株ＥＳＯＰ信託」
311千株）

２．「役員報酬ＢＩＰ信託」及び「従業員持株ＥＳＯＰ信託」が保有する当社株式を、「１株当たり当期純利益」の算定上、期中平均株式数
の計算において控除する自己株式に含めております。（期中平均株式数「役員報酬ＢＩＰ信託」715千株、「従業員持株ＥＳＯＰ信託」
354千株）
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個別注記表
1．重要な会計方針に係る事項に関する注記
(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式及び関連会社株式……………移動平均法による原価法
その他有価証券
時価のあるもの……………………………決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により算定）
時価のないもの……………………………移動平均法による原価法

(2) デリバティブの評価基準及び評価方法…時価法
(3) たな卸資産の評価基準及び評価方法

商品…………………………………………移動平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げ
の方法により算定）

(4) 固定資産の減価償却の方法
① 有形固定資産（リース資産を除く）……定率法を採用しております。

　ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（附属設備は除く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び
構築物については、定額法を採用しております。
　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物　　　　　　　　  15～65年
構築物　　　　　　　  10～20年
車両運搬具　　　　　　　　 ５年
工具、器具及び備品　　 5～20年

② 無形固定資産（リース資産を除く）……定額法を採用しております。
　自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用しております。

③ リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。
(5) 引当金の計上基準

① 貸倒引当金
　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に
回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

② 賞与引当金
　従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、将来の支給見込額のうち当事業年度の負担額を計上しております。

③ 返品調整引当金
　将来の返品による損失に備えるため、返品による損失見込額を計上しております。

④ 株式報酬引当金
　当社の取締役に対する将来の当社株式の給付に備えるため、株式交付規程に基づき、取締役に割り当てられるポイントの見込
数に応じた株式の給付額を基礎として計上しております。

⑤ 退職給付引当金
　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上しております。
イ．退職給付見込額の期間帰属方法

　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法については、給付算定式基準に
よっております。
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ロ．数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理の方法
　過去勤務費用については、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（主として10年）による定額
法により費用処理しております。数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内
の一定の年数（主として10年）による定額法により按分した額をそれぞれの発生の翌事業年度から費用処理しております。

(6) ヘッジ会計の方法
① ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、為替予約取引について振当処理の要件を満たしている場合には振当処理を採用し
ております。

② ヘッジ手段とヘッジ対象
ヘッジ手段　　　為替予約取引
ヘッジ対象　　　外貨建金銭債権債務

③ ヘッジ方針
　外貨建金銭債権債務に係る将来の為替レートの変動リスクを回避することを目的とし、通常の取引の範囲内において為替予約
取引を実施しております。

④ ヘッジ有効性評価の方法
　「金融商品会計に関する実務指針」（日本公認会計士協会）の規定に基づき、有効性の評価を行っております。

(7) 退職給付に係る会計処理
　退職給付に係る未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の会計処理の方法は、連結計算書類における会計処理の方法と
異なっております。
(8) 消費税等の会計処理

　消費税等の会計処理は、税抜方式によっており、控除対象外消費税等は、当事業年度の費用として処理しております。

2．表示方法の変更
（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」の適用）
　「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）を当事業年度の期首から適用して
おり、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負債の区分に表示しております。

3．追加情報
（取締役向け株式報酬制度）
　当社は、中長期的な業績の向上と企業価値の増大への貢献意識を高めることを目的として、当社の取締役（社外取締役及び国内
非居住者を除く。）に対する信託型株式報酬制度として「役員報酬ＢＩＰ信託」を導入しております。
　詳細は、「連結注記表　３.追加情報」をご参照ください。
（従業員持株ＥＳＯＰ信託）
　当社は、当社の中長期的な企業価値を高めることを目的として、従業員インセンティブ・プラン「従業員持株ＥＳＯＰ信託」を
導入しております。
　詳細は、「連結注記表　３.追加情報」をご参照ください。

4．貸借対照表に関する注記
(1) 関係会社に対する金銭債権・債務

短期金銭債権 1,033,488千円
長期金銭債権 751,066
短期金銭債務 3,878,267
長期金銭債務 25,623

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 1,685,603千円
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(3) 当座借越契約及びコミットメントライン契約
　当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行５行と当座借越契約及び取引銀行３行とコミットメントライン契約を締結
しております。これら契約に基づく借入未実行残高は次のとおりであります。

当座借越極度額及びコミットメントラインの総額 10,440,000千円
借入実行残高 3,200,000
差引額 7,240,000

　上記のコミットメントライン契約について、以下の財務制限条項が付されております（契約ごとに条項は異なりますが、主なも
のを記載しております）。
① 年度決算期末における連結貸借対照表の純資産の部の金額が、直前の年度決算期末及び2018年11月決算期末における連結貸

借対照表の純資産の部の金額の75％を、それぞれ下回らないこと。
② 年度決算期末における連結損益計算書の経常損益の額が２期連続して損失とならないこと。

5．損益計算書に関する注記
関係会社との取引高
売上高 2,258,824千円
仕入高 8,415,276
その他の営業取引 4,961
営業取引以外の取引高 195,823

6．株主資本等変動計算書に関する注記
当事業年度の末日における自己株式の種類及び数
普通株式 1,908,635株
（注）上記の株式数には、役員報酬ＢＩＰ信託が保有する687,182株、従業員持株ＥＳＯＰ信託が保有する311,900株を含めております。

7．税効果会計に関する注記
　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産
賞与引当金繰入額 35,293千円
退職給付引当金繰入超過額 170,788
投資有価証券評価損 56,787
関係会社株式評価損 78,387
長期未払金 30,246
関係会社株式投資簿価修正 20,465
株式報酬費用 61,698
その他 81,562

繰延税金資産　小計 535,229
評価性引当額 △220,198
繰延税金資産　合計 315,031

繰延税金負債
退職給付信託設定益 55,371千円
固定資産圧縮積立金 74,589
その他有価証券評価差額金 597,292
その他 9,926

繰延税金負債　合計 737,179
繰延税金負債の純額 △422,148
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8．関連当事者との取引に関する注記
(1) 子会社等

種類 会社等の名称 住所
資本金
又は

出資金
（千円）

事業の内容
又は職業

議決権
の所有
割合

関係内容
取引の
内容

取引金額
（千円） 科目 期末残高

（千円）役員の
兼任等

事業上
の関係

子会社 岩城製薬㈱ 東京都
中央区 210,000 医薬品

製造販売
（所有）

直接
100％

兼任
2名

同社製品
の仕入

製品仕入
（注1） 7,990,266

電子記録
債務 396,131

買掛金 3,397,741

子会社 メルテックス㈱ 東京都
中央区 480,000 化学品

製造販売
（所有）

直接
100％

兼任
4名

資金の
貸付

資金の回収
（注2、注3） 50,000

短　期
貸付金 900,000

長　期
貸付金 750,000

取引条件ないし取引条件の決定方針等
（注）１．価格その他の取引条件は、市場価格を勘案し、価格交渉の上で決定しております。なお、取引金額には消費税等は含めておりません。期

末残高には消費税等を含めております。
２．資金の貸付については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。担保は受入れておりません。
３．上記の取引金額の欄には、当事業年度の貸付金の回収額を記載しております。

(2)役員及び主要株主等

種類 会社等の名称
又は氏名 住所

資本金
又は

出資金
（千円）

事業の内容
又は職業

議決権
の所有
割合

関連当事者
との関係

取引の
内容

取引金額
（千円） 科目 期末残高

（千円）

役員 岩城　慶太郎 － － 当社代表
取締役社長

（被所有）
直接

1.32％
－

金銭報酬債権の
現物出資
（注）

19,999 － －

取引条件ないし取引条件の決定方針等
（注）譲渡制限付株式報酬制度に伴う、金銭報酬債権の現物出資によるものであります。

9．１株当たり情報に関する注記
(1) １株当たり純資産額 408円50銭
(2) １株当たり当期純利益 15円05銭
（注）１．「役員報酬ＢＩＰ信託」及び「従業員持株ＥＳＯＰ信託」が保有する当社株式を、「１株当たり純資産額」の算定上、期末発行済数式総

数の計算において控除する自己株式に含めております。（期末株式数「役員報酬ＢＩＰ信託」687千株、「従業員持株ＥＳＯＰ信託」
311千株）

２．「役員報酬ＢＩＰ信託」及び「従業員持株ＥＳＯＰ信託」が保有する当社株式を、「１株当たり当期純利益」の算定上、期中平均株式数
の計算において控除する自己株式に含めております。（期中平均株式数「役員報酬ＢＩＰ信託」715千株、「従業員持株ＥＳＯＰ信託」
354千株）
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